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児童福祉費が出生数に与える影響

下川　真導 ＊・豊島　昂生 ＊・稲垣　柊汰 ＊・藤森　　洸

１．はじめに

　現在の日本にとって少子化は大きな問題である。総務省統計局（2022）が

行った人口推計の結果を見てみると、15歳未満人口は1450万３千人で、前年

の2021年に比べると28万２千人の減少となり、割合は59.4％で過去最低だっ

た前年と同率となっている。そして、15～64歳人口は7420万８千人で、前年

と比べ29万６千人の減少となり割合は59.4％で過去最低であった前年と同率

となっている。この少子化は今後も続くことが予想されており、国立社会保

障・人口問題研究所（2023）が行った日本の将来推計人口の結果によると、

推計方法によって違いは見られるものの、０～14歳人口は早ければ2037年に

は1000万人を割ってしまうという。

　少子化が進んでいるということは出生率が低下していると言い換えること

ができる。佐藤（2008）によると、合計特殊出生率は生涯に生む子どもの減

少によっても、世代間の出産タイミングの遅れによっても低下するため、両

者を区別して考える必要がある。金子（2004）によれば、世代間の出産タイ

ミングの遅れは出生率に大きな影響を与えていると言える。1980年代半ばか

ら90年代半ばまではこの影響は大きかったが、90年代後半になると影響が縮

小していったという。また、和田（2004）によると、結婚率の低下が少子化

に大きな影響を及ぼしているという。実際、出生率が人口置換水準を下回っ

た1970年代頃になると、20代女性の未婚率が急上昇している一方で、夫婦の

出生率はほぼ変化がみられない。そのため、この時期においての少子化の原

因は未婚率の増加であると言える。また、少子化がさらに進んだ現代におい

ても未婚率の上昇や夫婦の出生率の低下が原因としてあげられている。
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　佐藤（2016）によると、少子化に対する政策に関しては、少子化の結果に

対する対応と少子化の原因に対する対応とを区別して考える必要があるとい

う。例えば、結婚・出産は個人の自由であり、民主主義国である日本では国

が直接介入することは許されない。つまり、強制的に結婚させることも出産

させることもできないため、政府が行う国民の福祉を増進する公共政策の副

作用として出生率があがれば良いというスタンスでしかないという。さら

に、働き方が変化し、結婚と出産には、妻は家事をして夫は働くという古い

型と、夫婦二人とも働くという新しい型の新旧２つの型が存在しているとし

ている。これにより政策を導入しても新しい型の結婚や出産を増やす作用が

あっても古い型の結婚や出産を減らしてしまうことになりかねないという。

以上のことを踏まえると、少子化を是正することは困難であると主張してい

る。

　しかし、だからといって政府は何も対策を講じていないというわけではな

い。少子化の進行に伴い、政策も変化をしてきた。阿藤（2010）によれば、

出生率の低下が明確になるまでは、子育て支援を前面に出すスタンスだった

が、出生率の大きな低下が顕著に表れ、2003年に初めて少子化に歯止めをか

けることを目標とした「少子社会対策基本法」が成立した。また、近年は、

地方経費の児童福祉費の支出の費用が年々増加しており、総務省（2018）の

平成30年度版地方財政白書によると、10年前と比べると児童福祉費は1.7倍

にも膨れ上がっている。

　日本では少子化に加えて、財政難も大きな問題となっており、効果的な政

策によって財政を運営していく必要がある。そこで本稿では、過去の市町村

別データから児童福祉費が出生数にどの程度効果をもたらしたのかを主成分

分析、非階層クラスタリング、傾向スコアマッチングなどを用いて分析する

ことで、少子化問題に関わる政策の効果を評価したい。

２．研究の方法と手順

　ここでは分析手順の全体像を述べ、第４節で各推定手順について詳述す
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る。本稿では2016年の児童福祉費成長率を４つの水準に分類し、それらを４

種類の処置０、１、２、３とみなし、2016年の対前年出生数伸び率（以降で

は出生数成長率とよぶ）が－５％未満である市町村群（処置群０）、－５％

以上０％未満である市町村群（処置群１）、０％以上５％未満である市町村

群（処置群２）、５％以上である市町村群（処置群３）の４群に分けた。た

だし、分析対象は処置群１と処置群２での出生数成長率の違いであり、他の

処置群は後述する傾向スコアの推定のために形式的に設けた。

　はじめに市町村別データを主成分分析により要約し、非階層クラスタリン

グによって出生と変数の関係性を分析した。加えて、2016年の対前年児童福

祉費伸び率（以降では児童福祉費成長率とよぶ）が2017年の出生数成長率に

与える効果を傾向スコアマッチングにより分析した。

　分析に使用した変数群におけるマハラノビス距離の分布は右に裾が長く、

上位10％に含まれる市町村は同一モデルで記述することやマッチングが困難

であると考え分析対象から除いた。これにより、想定する母集団は過疎化が

進んでいる地域や県庁所在地・大都市を除いた市町村群となった。また、推

定する効果は処置２と処置１の効果の平均的な差であり、処置群２での効果

の差と処置群１での効果の差の２種を求める。本来の意味とは異なるが、本

稿では形式的に前者を ATT とよび、後者を ATU とよぶ。

３．データセットの加工

　分析に用いたデータは教育用標準データセット（SSDSE）と政府統計の

総合窓口（e-Stat）の「都道府県・市町村のすがた（社会・人口統計体系）」

（表中では出典１としている）から抜き出した市町村別データを加工したも

のであり、各都道府県の人口構造や経済構造を表す変数の中から出生数成長

率を目的変数とする Lasso 回帰やランダムフォレストを用いてスクリーニ

ングしている。傾向スコアは複数の共変量をひとつにまとめあげたものとみ

なせ、仮定が正しい下でこれを条件付けることで複数の共変量を条件付ける

ことと同じ効果が得られる。ただし、一般に処置の影響を受けた変数を条件
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付けて分析すると、その条件付けられた変数を経由してアウトカム（目的変

数）に与える効果が歪む処置後バイアスが発生する。そこで傾向スコアの推

定には2015年の人口・財政構造を表す変数群と2013年から2016年までの出生

数成長率を中心的に共変量として用いた。処置が行われた2016年よりも過去

の共変量は処置の影響を受けていないと考えることは妥当であろう。また、

意思決定から実際に出産するまでにおよそ１年程度の時間差があるため、

2016年の児童福祉費成長率が与える人々の出産に関わる意思決定への影響

は、早くとも2017年の出生数に現れると考えられる。そのため2016年の出生

数成長率を共変量に含めたとしても処置後バイアスは発生しない。

表１　主成分分析およびクラスタリングに使用した変数
加工後の変数名（年） 使用変数名（年） 出典 備考

15～64歳人口１人あたり 
の出生数（2015）

出生数（2015）
15～64歳人口（2015）

出典１
SSDSE-A-2021

出生数（2015）/15～64歳人口（2015）

核家族世帯の割合（2015）
核家族世帯数（2015）
世帯数（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A

核家族世帯数（2015）/ 世帯数（2015）

単独世帯の割合（2015）
単独世帯数（2015）
世帯数（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A

単独世帯数（2015）/ 世帯数（2015）

経常収支比率（2015）
経常収支比率（市町村財政）
（2015）

SSDSE-2018A
使用変数と同じ変数

実質公債費比率（2015）
実質公債費比率（市町村財政）
（2015）

SSDSE-2018A
使用変数と同じ変数

歳出に占める地方税収 
比率（2015）

地方税（市町村財政）（2015）
歳出決算総額（市町村財政）（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A

地方税（市町村財政）（2015）/ 歳出決算総額（市町村財政）
（2015）

就業者数比率（2015）
就業者数（2015）
総人口（2015）

SSDSE-2019A
SSDSE-A-2021

就業者数（2015）/ 総人口（2015）

女性就業者数比率（2015）
就業者数（女）（2015）
就業者数（2015）

SSDSE-2019A
SSDSE-2019A

就業者数（女）（2015）/ 就業者数（2015）

0～17歳人口１人 
あたり児童福祉費（2015）

児童福祉費（市町村財政）（2015）
０～17歳人口（2015）

出典１
出典１

児童福祉費（市町村財政）（2015）/０～
17歳人口（2015）

表２　傾向スコアの推定に用いた目的変数と分析対象としたアウトカム
加工後の変数名（年） 使用変数名（年） 出典 備考

処置ラベル（2016） 児童福祉費（市町村財政）（2016） 出典１ 2016年の児童福祉費成長率の水準

出生数成長率（2017）
出生数（2016）
出生数（2017）

出典１
出典１

（出生数（2017）－出生数（2016））/ 出生数
（2016）
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表３　傾向スコアの推定に用いた説明変数
加工後の変数名（年） 使用変数名（年） 出典 備考

15～64歳人口１人 
あたりの出生数（2015）

出生数（2015）
15～64歳人口（2015）

出典１
SSDSE-A-2021 出生数（2015）/15～64歳人口（2015）

総人口（2015） 総人口（2015） SSDSE-A-2021 使用変数と同じ変数

15～64歳人口比率
（2015）

15～64歳人口（2015）
総人口（2015）

SSDSE-A-2021
SSDSE-A-2021 15～64歳人口（2015）/ 総人口（2015）

核家族世帯の割合（2015） 核家族世帯数（2015）
世帯数（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A 核家族世帯数（2015）/ 世帯数（2015）

高齢夫婦のみの世帯の割合
（2015）

高齢夫婦のみの世帯数（2015）
世帯数（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A

高齢夫婦のみの世帯数（2015） 
/ 世帯数（2015）

高齢単身世帯の割合
（2015）

高齢単身世帯数（2015）
世帯数（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A 高齢単身世帯数（2015）/ 世帯数（2015）

非一般世帯の割合（2015） 一般世帯数（2015）
世帯数（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A

（世帯数（2015）－一般世帯数（2015））
/ 世帯数（2015）

転入出者数比率（2015） 転入者数（2015）
転出者数（2015）

出典１
出典１ 転入者数（2015）/ 転出者数（2015）

１人当たり歳出（2015） 歳出決算総額（市町村財政）（2015）
総人口（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-A-2021

歳出決算総額（市町村財政）（2015） 
/ 総人口（2015）

経常収支比率（2015） 経常収支比率（市町村財政）（2015） SSDSE-2018A 使用変数と同じ変数
実質公債費比率（2015） 実質公債費比率（市町村財政）（2015） SSDSE-2018A 使用変数と同じ変数
歳出に占める地方税収比率 

（2015）
地方税（市町村財政）（2015）
歳出決算総額（市町村財政）（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A

地方税（市町村財政）（2015） 
/ 歳出決算総額（市町村財政）（2015）

完全失業率（2015） 完全失業者数（2015）
総人口（2015）

SSDSE-2019A
SSDSE-A-2021 完全失業者数（2015）/ 総人口（2015）

子供１人あたり保育所等数 
（2015）

保育所等数（2015）
保育所等在所児数（2015）

SSDSE-2018A
SSDSE-2018A

保育所等数（2015） 
/ 保育所等在所児数（2015）

子供１人あたり幼稚園数
（2015）

幼稚園数（2015）
幼稚園在園者数（2015）

出典１
出典１

幼稚園数（2015） 
/ 幼稚園在園者数（2015）

０～17歳人口１人 
あたり児童福祉費（2015）

児童福祉費（市町村財政）（2015）
０～17歳人口（2015）

出典１
出典１

児童福祉費（市町村財政）（2015） 
/０～17歳人口（2015）

出生数成長率（2013） 出生数（2012）
出生数（2013）

出典１
出典１

（出生数（2013）－出生数（2012）） 
/ 出生数（2012）

出生数成長率（2014） 出生数（2013）
出生数（2014）

出典１
出典１

（出生数（2014）－出生数（2013）） 
/ 出生数（2013）

出生数成長率（2015） 出生数（2014）
出生数（2015）

出典１
出典１

（出生数（2015）－出生数（2014）） 
/ 出生数（2014）

出生数成長率（2016） 出生数（2015）
出生数（2016）

出典１
出典１

（出生数（2016）－出生数（2015）） 
/ 出生数（2015）

処置ラペル（2015） 児童福祉費（市町村財政）（2015） 出典１ 2015年の児童福祉費成長率の水準

４．データ分析の結果

4.1．非階層クラスタリングによる分析

　３節の表１で示した９つの項目を変数として主成分分析（PCA）を行い、

新たに得られた主成分を変数として K-means 法によって非階層クラスタリ

ングを行った。その後、主成分得点や児童福祉費成長率の処置群の分布を確
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認することで、各クラスタの特徴を分析した。

　主成分分析の結果を図１に示す。主成分をどこまで採用するかの基準はい

くつかあるが、今回は固有値に注目する。PC4までの主成分の固有値が１以

上であるため、PC4までを採用した。次に各主成分の固有ベクトルを表５に

示し、各主成分の解釈を行う。PC1では出生率及び核家族世帯の割合の項目

が大きくなっていたため、「地域の出生率及び若年層比率の高さ」と解釈し

た。PC2では就業者数比率の項目と比較して女性就業者数比率の項目の値が

特に低くなっていたため、「就業者の女性比率の低さ」とした。PC3では単

独世帯の割合及び児童福祉費比率の項目で値が高かったため、「地域の高齢

化の進行度」という意味付けをした。PC4では経常収支比率及び実質公債費

比率の固有値が正方向に大きかったため、「財政の弾力性の低さ」とした。

これら４つの主成分を変数としてクラスタリングを行い、各地域を５つのグ

ループに分ける。

図１　主成分分析の結果及び累積寄与率の図示

表５　採用する主成分の固有ベクトル
15～64歳
人口１人
あたりの
出生数
（2015）

核家族世
帯の割合
（2015）

単独世帯
の割合
（2015）

経常収支
比率
（2015）

実質公債
比率
（2015）

歳出に占
める地方
税収比率
（2015）

就業者数
比率
（2015）

女性就業
者数比率
（2015）

０～17歳
人口１人
あたり児
童福祉費
（2015）

PC1 0.290818 0.497498 －0.031736 0.167588 －0.266568 0.408995 －0.203023 －0.406889 －0.440131

PC2 －0.010947 －0.373965 0.201767 －0.535117 －0.338739 0.359384 0.413446 －0.343257 0.017493

PC3 0.189941 －0.118755 0.667959 0.148085 －0.262682 0.04465 －0.492398 0.018864 0.409772

PC4 －0.30487 －0.28663 0.212595 0.46759 0.535557 0.298131 0.064821 －0.422783 －0.049092
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クラスタリングの結果を表６と図２に示す。

表６　クラスタリングの結果
クラスタ１ クラスタ２

PC1 PC2 PC3 PC4 PC1 PC2 PC3 PC4

平　　均 －1.01039 －0.71387 0.589371 0.309532 1.260029 －0.889692 －0.046485 －0.211907

標準偏差 0.864378 0.774239 0.845928 0.953236 0.738321 0.832235 0.866549 1.032228

クラスタ３ クラスタ４

PC1 PC2 PC3 PC4 PC1 PC2 PC3 PC4

平　　均 1.427606 1.434641 0.312635 0.428787 －0.726959 0.494679 －1.105735 －0.241163

標準偏差 0.866876 1.086777 0.905168 1.051291 0.869175 0.860015 0.68579 0.876895

クラスタ５

PC1 PC2 PC3 PC4

平　　均 －1.042038 1.678218 2.803174 －0.592572

標準偏差 1.242589 1.164433 1.449877 1.211981

図２　各クラスタと処置ラベル（2016）

処置群０ 処置群１ 処置群２ 処置群３ 合計
地域数 割合 地域数 割合 地域数 割合 地域数 割合 地域数 割合

クラスタ１ 73 0.171361502 125 0.29342723 127 0.298122066 101 0.237089202 426 1
クラスタ２ 37 0.093908629 88 0.223350254 153 0.388324873 116 0.294416244 394 1
クラスタ３ 22 0.0969163 50 0.220264317 75 0.330396476 80 0.352422907 227 1
クラスタ４ 72 0.162895928 117 0.264705882 123 0.278280543 130 0.294117647 442 1
クラスタ５ 8 0.121212121 8 0.121212121 13 0.196969697 37 0.560606061 66 1
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　表６は各クラスタの主成分得点の傾向を表しており、図２はクラスタ毎の

処置群の分布を示したものである。表６からクラスタ２、３では第１主成分

が大きく出生率が高い傾向にあると考えられる。一方で、他のクラスタは第

１主成分が小さく出生率が低い傾向にあると考えられる。また、図２の処置

ラベル（2016）は３節の表２で示したものであり、クラスタ２、３では処置

２と処置１の市町村数の差が他のクラスタの差よりも顕著である。

4.2．傾向スコアの推定

　一般に観察研究での処置の割り当てはアウトカムと独立とは限らず、各処

置群の平均の差はバイアスを含む。本稿の推定対象は２群間の差であるが、

処置が多値であるため Imbens（2000）によって導入された一般化傾向スコ

アを用いてバイアスを調整する。一般化傾向スコアとは各処置に割り当てら

れる確率であり、その確率は共変量の関数として表すことができることを仮

定する。傾向スコアを用いた分析では個体ｉへの処置が他の個体ｊに影響を

与えないことと、個体ｉへの処置ｚの割り当てによる結果 Yi (z) は一意であ

ることを要請する。しかし、本稿では連続変数を区切り処置を分けたため、

後者の仮定が明らかに成り立たない。そこで他の変数を固定した下で児童福

祉費成長率Ｚが大きくなるほど、出生数成長率Ｙも大きくなることを仮定す

る。この仮定から児童福祉費成長率を－５％から５％に引き上げたときの最

低限の効果が推定可能となる。

　一般化傾向スコアを推定するために、３節の表２、３で示した22種の共変

量を標準化したものを説明変数、処置ラベル（2016）を目的変数とする多項

ロジスティック回帰モデルを用いた。できるだけ真の値に近い一般化傾向ス

コアを取得することのみに興味があるため、回帰係数の評価は省略する。選

択されたモデルの各処置０、１、２、３に対する AUC はそれぞれ、0.778、

0.612、0.662、0.623であった。
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4.3．傾向スコアマッチング

　ロジスティック回帰の AUC が小さく、今回使用した共変量では処置の割

り当てを十分に説明できないことや推定値の精度があまり良くないことが懸

念されるため、一般化傾向スコアによる逆確率重み付け推定は難しいと判断

した。そこで観測した共変量を均衡させて、比較の妥当性を確保する目的で

傾向スコアマッチングを行う。ATT の推定では、処置群２に属する各個体

ｉに対して、処置群１の中から次を最小化させる個体ｊをマッチングさせ

た。

図３　ATT を推定するためのマッチング後の各共変量のヒストグラム
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max(|e0(Xi) － e0(Xj)|,|e1(Xi) － e1(Xj)|,|e2(Xi) － e2(Xj)|,|e3(Xi) － e3(Xj)|)<caliper

ｚ＝０、１、２、３に対して、ez(Xi) は個体 i の各一般化傾向スコアの推定

値である。caliper の値には Rosenbaum and Rubin（1985）が傾向スコアの

標準偏差の0.25倍を用いたことに倣い、各一般化傾向スコアの推定値の標準

偏差をそれぞれ算出し、平均したものに0.25を乗じた値を用いた。ATU の

推定も同様に処置群１に属する各個体 i に対して処置群２に属する個体 j を

マッチングさせた。マッチングした個体からなる両群では共変量が均衡する

図４　ATU を推定するためのマッチング後の各共変量のヒストグラム
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ことが期待され、平均の差に含まれるバイアスを調整できると考えられる。

そこで共変量の均衡を確認するためにマッチング後の２群間における各表変

量のヒストグラムと各共変量の２群間の差を表す Cohenʼs d を確認した。

ヒストグラムは処置群１と処置群２をそれぞれ黒色と薄い灰色で表し、分布

が重なっている部分は濃い灰色で表している。ほとんどの共変量の分布が重

なっており処置群１と処置群２が均衡している様子が読み取れる。また、

Cohenʼs d もほとんどが0.2未満であり、小さい値をとっているため、十分

に均衡しているものとみなして分析を進める。

　マッチングにより構成された各群の平均の差を評価するために、独立標本

に近しいものとみなして Welch のｔ検定を行う。どちらのマッチングでも

キャリパーによりマッチングできなかった個体が存在するため、サンプルサ

イズが元のデータよりも減っている。

図５　マッチング後の各共変量の Cohenʼs d
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表７　ATT の推定値と Welch のｔ検定
マッチング後のサンプルサイズ 推定値 統計量 p －値

410 0.0373 3.355 0.001

表８　ATU の推定値と Welch のｔ検定
マッチング後のサンプルサイズ 推定値 統計量 p －値

304 0.0252 1.667 0.096

ATT と ATU はそれぞれ3.7％、2.5％と点推定され、ATT の方が ATU よ

りも大きな差があると評価する。とくに ATT では p －値が十分小さく、

５％有意水準を満たした。ATU では５％有意水準を満たさなかったが、比

較的小さい p －値であるため、どちらとも処置２と処置１の効果の差が正

であると評価する。

５．結果の解釈と課題

　クラスタリングの結果から、PC1が高い傾向にあるのがクラスタ２と３で

あるため、これらのクラスタは出生率が高い地域群といえるだろう。クラス

タ２と比べてクラスタ３は PC2、３、４が全て正に大きい傾向があるため、

地域で盛んな業種が特殊であることやクラスタ２より高齢化が進んでいるこ

と、財政の弾力性が低いことが考えられる。一方、PC1が低い傾向にあるク

ラスタ１、４、５は出生率が低い地域群といえるだろう。この３つのクラス

タの中で、クラスタ１は PC4が最も高いため、財政の弾力性が低い地域群

と解釈できる。クラスタ４は PC3が低くなっており、比較的高齢化は進ん

でいないといえる。クラスタ５は PC2、３が非常に高い傾向にあり、地域

数が最も少ないため、高齢化が進んでいる地方の地域群と考えられる。次

に、各クラスタに属している市町村の処置ラベル（2016）に注目する。児童

福祉費成長率が正の処置群２、３の割合を見ると、クラスタ１、４は約55％

なのに対し、クラスタ２、３は約68％となっている。また、クラスタ２、３

では処置群１と２の差も顕著であることから、クラスタ２、３は児童福祉費
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が上昇している地域群といえる。以上の結果より、出生率が高い地域はおの

ずと児童福祉費成長率も高い傾向にあると考えられる。

　傾向スコアマッチングの結果から、2016年の児童福祉費成長率が－5％以

上０％未満に属する市町村は仮に児童福祉費成長率を－５％から５％に増や

した場合、2017年の出生数成長率が最低でも2.7％ほど増加していたといえ

る。また、2016年の児童福祉費成長率が０％以上５％未満に属する市町村が

仮に児童福祉費成長率を５％から－５％に減らした場合、2017年の出生数成

長率は最低でも3.7％ほど減少していたといえる。つまり、どちらの市町村

群でも経済的な支援を手厚くすることで、子供を産みやすい環境を整えるこ

とができていたと考えられる。

　先行研究では主に人口学や結婚の経済分析、ジェンダー論、公共政策論な

どに基づく見地から少子化に関する議論や実証分析がなされている。例え

ば、和田（2004）では、出生率の低下の要因は未婚率の増加によるものであ

るとする視点から、結婚に関する経済理論の実証分析を行っている。また、

阿部・原田（2008）は市区町村別の合計特殊出生率を被説明変数、地域の所

得、子供の養育にかかる時間費用、地価で代表される住宅費、教育への志向

の高さ、保育環境、児童手当を説明変数とする回帰モデルを提案し、実証分

析を行っている。一方、本研究では児童福祉費に焦点を当て、クラスタリン

グや傾向スコアマッチングを用いたデータ解析を行った。その結果、児童福

祉費の増加は出生率の増加に寄与し得るという結論が得られた。少子化対策

の一環として、自治体や政府が取る政策に一定の効果がある可能性があると

言えよう。

　今回の分析は未観測の均衡していない共変量の中に出生数成長率に大きな

影響を与えるものが存在しないことや、他の個体に対する処置にアウトカム

が依存しないことなどが成立している下で妥当性を持つ。したがって、共変

量をより増やして分析を行うことや因果推論の基本的な仮定の検証が課題と

なる。また、政府が自治体に児童福祉費の補助金を支給するといった全体的

な政策の是非を評価する上では ATE を推定する必要があり、逆確率重み付
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け推定などを用いた解析を行う余地が残されている。
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